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埼玉県常時対応施設運営事業実施要綱 

 

 （目 的） 

第１条 この事業は、埼玉県精神科救急医療体制整備事業実施要綱（以下「救急要綱」

と いう。）第１６条に基づき常時対応施設の運営を行うことを目的とする。 

 

 （実施主体） 

第２条 この事業は埼玉県（以下「県」という。）とさいたま市（以下「市」という。）

が共同で実施する。 

２ 県及び市は、この事業を埼玉県立精神医療センター及び学校法人埼玉医科大学病院

に委託して実施する。 

 

 （対象者） 

第３条 この事業の対象者は次に定める者とする。 

（１）救急要綱第１６条第１項の対象となる者 

（２）身体合併症のために救急要綱第１０条及び第１４条に定める輪番病院での受け入

れが困難な措置入院患者及び救急要綱第１８条の規定に基づき、輪番病院に入院中の

措置入院患者のうち、身体合併症のために当該輪番病院での治療が困難なため転院が

必要な者 

（３）救急要綱第１６条の規定に基づき、身体合併症のために輪番病院での治療が困難

な措置入院患者以外の者 

（４）その他の精神障害者であって、身体合併症のために一般医療機関での治療が困難
な者 

 

 （事業内容） 

第４条 常時対応施設は、前条に掲げる患者を受け入れるため、次に定めるとおり１日

当たりの空床を確保するものとする。 

（１）埼玉県立精神医療センター ２床 

（２）学校法人埼玉医科大学病院 ２床 

 

 （委託料） 

第５条 県及び市は、第２条第２項の規定により委託契約を締結したときは、常時対応

施設に対し、委託料を支払うものとする。 

 

 （事業完了報告等） 

第６条 常時対応施設は、委託契約期間が終了した時は、埼玉県常時対応施設運営事業

完了報告書（様式第１号）により知事に、さいたま市常時対応施設運営業務完了報告

書（様式第２号）により市長に報告するものとする。 
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 （その他） 

第７条 県及び市は、この事業の円滑な発展、維持を図るため、必要に応じて常時対応

施設及びその他の関係機関と協議するものとする。 

 

 

   附 則 

 １ この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 


